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１ 策定にあたって 

 

策定の背景 

➤人口減少と自治体経営資源の制約 

蒲郡市の人口は 1985 年をピークに減少を続け、年少人口と生産年齢人口が

減少する一方で高齢化率は 29％を超え、少子高齢化が進んでいます。この傾

向は多くの地方自治体において同様であり、行政サービスへのニーズの多様

化や権限移譲が進み自治体職員の業務負担が増えていく一方で、労働力の絶

対数が減少していく将来においては、現状どおりの職員数を確保し続けてい

くことは困難と言わざるを得ません。 

また、市税収入の減少や社会保障費等の増加により市の財政状況は一層厳

しくなることが予想され、人的にも財政的にも自治体の経営資源は制限され

ていくことが見込まれます。 

 
➤これまでの取組の経緯 

蒲郡市では、「蒲郡市行政改革大綱(H9.8)」及び「集中改革プラン(H17.3)」

に基づき、市民サービス向上のための施策や指定管理者制度・民間委託の導入、

職員数の削減のほか、外部評価を取り入れた行政評価制度によって事務事業

の見直し・改善を行い、健全な行政運営に取り組んできました。 

また、職員の作業レベルでの業務改善については、「職員提案制度」を中心

とした職務現場からの自発的な改善活動のほか、一部の業務においてタブレ

ット端末やＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡを導入するなど、ＩＣＴを活用した業務改善

に取り組んでいます。しかしながら、こうした業務改善の活動は断続的であり、

部署横断的で総合的な改革には至っていません。  
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➤国の動向 

国は、人口減少・高齢化の進行、行政需要の多様化などの変化に対応し、引き

続き質の高い公共サービスを効率的・効果的に提供するために、行政サービスの

民間委託や指定管理者制度の活用、ＩＣＴを活用した業務改善、情報システムの

クラウド化をはじめとする地方行政サービス改革を進めるよう、自治体に要請

しています。 

平成 28 年には、目指すべき未来社会として「Society5.0」を提唱し、その実現

のためにＩＴを活用した行政サービスの改革を推進しています。さらに、総務省

が設置した「自治体戦略 2040 構想研究会」の提言を基に、現在の半数の職員で

も行政サービスの維持が可能な体制の構築のための方策として、システムやＡ

Ｉ等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する「スマート自

治体」への転換を目指しています。 

 

➤新型コロナウイルスで加速する行政のデジタル化 

新型コロナウイルスの感染拡大により、日本の行政分野におけるデジタル化・

オンライン化の遅れは顕著なものとなりました。これを受けて国は、「経済財政

運営と改革の基本方針 2020(R2.7 閣議決定)」において、新型コロナウイルスを

克服する「新たな日常」構築の原動力として「デジタル化への集中投資・実装」

を掲げ、「次世代型行政サービスの強力な推進」をはじめとする変革を急ぎ進め

るため、令和 2年 12 月に「自治体ＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)推

進計画」を策定し、自治体における行政のデジタル化に向けた方策を取りまとめ

ました。 

蒲郡市においても、新型コロナウイルスの感染防止のため、行政サービス提供

時における接触機会削減を図るため、一部手続きの郵送受付等を開始している

ところです。しかしながら、手続のオンライン化の進捗具合や利用頻度は十分と

は言えず、行政サービスの提供の在り方を「新たな日常」に対応したものに転換

していかなければなりません。 
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２ 策定の趣旨と位置づけ 

 

策定の趣旨とスマート市役所改革の定義 

経営資源の制約が見込まれる将来においても質の高い行政サービスを提供す

ることができる持続可能な体制づくりのため、現段階から「スマート市役所改革」

に取り組むこととし、その取り組みを総合的かつ着実に推進するため、本方針を

策定します。 

「スマート市役所改革」とは、市民利用の多い窓口サービスを中心に、ＩＣＴ

を活用して業務手法を最適化することにより、市民の利便性向上及び市職員の

負担軽減に資する取組と定義します。 

 

方針の位置づけ 

蒲郡市スマート市役所改革推進方針は、全ての業務の実施における「デジタル

化」、「業務改善」、「働き方改革」の推進に係る内部方針として位置づけ、能率的

な行政運営の視点から総合計画の推進を支えます。また、国及び県の関連計画を

参酌し整合を図るとともに、デジタル技術の進歩や社会情勢に応じて適宜見直

しを行います。 
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蒲郡市 SDGs 推進方針との整合 

ＳＤＧｓは、平成 27 年 9 月に国連において採択された持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals）で、2030 年までに目指すべき国

際目標として 17 のゴールと 169 のターゲットが掲げられており、国、民間企業

など様々な主体の取組が加速しています。 

本市では、令和 2年 2月に「蒲郡市ＳＤＧｓ推進方針」を定め、目標に寄与す

る取組を着実に進めるために、市政の推進においてＳＤＧｓの要素を組み込む

こととしています。本方針は、改革の趣旨及び期待される効果から、次の４つの

目標に寄与すると考えます。 
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３ 基本方針と取組の方向性 

 

基本方針と取組の方向性 

改革における基本方針及び取組の方向性を次のとおり定めます。なお、取り組

みの期間は令和３年度から７年度までの５か年とします。 

 

基本方針１ 便利な市役所に変わる ～行かない、書かない、待たない～ 

[取組の方向性] ①行政サービスのオンライン化 

②手続きの簡素化と窓口のペーパーレス化 

③分かりやすく便利な窓口への転換 

基本方針２ スマートな市役所に変わる 

[取組の方向性] ①業務のプロセスの見直し 

②業務システムの標準化 

③多様で柔軟な働き方の実現 

 

改革推進における３つの視点 

改革の推進にあたり根底とすべき視点を次のとおり定めます。 

 

視点① 徹底したデジタルファースト 

従来の紙を基本とする行政手続や業務の進め方を見直し、デジタルで完結

する「デジタルファースト」を念頭に改革を推進します。これにより、ＩＣ

Ｔ活用の基盤整備を行うだけでなく、行政情報を電子データとして蓄積し、

将来的なオープンデータの活用やＥＢＰＭへの推進につなげます。 

視点② 既存の考え方からの脱却 

職員一人ひとりがこれまでの働き方･考え方･文化に捉われない改革意識

をもって取り組みます。ＩＣＴや民間活力を積極的に活用し、業務の質的転

換を図ります。 

視点③ あらゆる人が恩恵を受けられる改革 

ＩＣＴの利用に不慣れな方やデジタル機器を持っていない方、外国人、障

がい者などあらゆる人が改革の恩恵を受けられるよう配慮し、必要な支援や

ＩＣＴの機能について検討します。 
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４ 推進体制 

 

推進体制 

➤推進本部の設置 

市長を本部長とするスマート市役所改革推進本部を設置し、方針の決定・進捗

管理を行います。推進責任者を企画部長とし、事務局はデジタル行政推進課とし

ます。 

➤プロジェクトチームの結成 

推進本部は基本方針に紐づく部署横断的な取組をプロジェクト化し、関連す

る課員を構成員とするプロジェクトチームを結成します。 

 

改革を推進する意識・風土の醸成 

全庁的な意識改革と継続的な業務改善に向けて、全課に「業務改革推進委員」

を１名定めます。職員のＩＣＴスキルの向上を図るとともに、改革の過程におい

ても情報セキュリティ対策や法令遵守を徹底するため、定期的な研修等により

職員の意識向上を図ります。 

 

情報セキュリティ対策の徹底 

蒲郡市情報セキュリティポリシーに基づく物理的･技術的セキュリティ対策

を引き続き講じます。 
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５ 推進項目と実現イメージ 

 

推進項目１ 窓口スマート化プロジェクト 

 

⑴ 行政サービスのオンライン化 

市民や事業者が窓口に出向くことなくスマートフォン等から行政手続、講

座･教室、相談･問合せ、来庁予約、決済等を行えるよう、ニーズが高いと見込

まれるサービスからオンライン化に取り組みます。 

⑵ 手続きの簡素化と窓口のペーパーレス化 

記載項目や押印の見直し、添付書類の削減やキャッシュレス決済の導入等に

よる手続きの簡素化とデジタルデバイスの活用による窓口のペーパーレス化を

推進します。 

⑶ 分かりやすく便利な窓口への転換 

市民や事業者など幅広い利用者目線での手続き集約やサービスの平準化、分

かりやすさに配慮した部署配置の見直し等を行い、便利な窓口への転換を推進

します。 

⑷ 基盤となる取り組み 

マイナンバーカードの普及・利用促進及びオンライン化サービスの積極的な

利用を促すため、促進策の検討や周知を行います。 

 

推進項目２ 業務スマート化プロジェクト 

 

⑴ 業務プロセスの見直し 

業務のプロセスを見直し、定型作業の自動化、業務の集約やペーパーレス化

により効率化を図ります。 

⑵ 業務システムの標準化 

国の動きに合わせて業務システムの標準化を推進し、行政サービスのオンラ

イン化の基盤整備を行います。 

⑶ 多様で柔軟な働き方の実現（働き方改革） 

テレワークやフレックスタイム制をはじめとする多様な働き方ができる環境

や制度の整備に取り組みます。 
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＜実現イメージ＞ 
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【用語集】 

1 ＡＩ（Artificial Intelligence＝人工知能） 

知的な機会、特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学と技術 

2 ＯＣＲ（Optical Character Recognition/Reader＝光学的文字認識） 

手書きや印刷された文字を読み取り、電子テキストに変換する技術 

3 ＲＰＡ（Robotic Process Automation） 

人間がパソコン上で行っている作業をソフトフェア型のロボットにより代行・自動化

すること 

4 Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０ 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステム

により、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。狩猟社会、農耕社

会、工業社会、情報社会に続く新たな社会を指すもので、目指すべき未来社会の姿とし

て国が提唱した。 

5 スマート自治体 

システムやＡＩ等の技術を駆使して、効果的・効率的に行政サービスを提供する自治体 

6 ＤＸ(Digital Transformation) 

デジタル技術を活用することによって、新たな価値やサービスを生み出していくこと。 

7 ＩＣＴ（Information and Communication Technology＝情報伝達技術） 

情報・通信に関する技術の総称 

8 オープンデータ 

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット

等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう公開されたデータ 

9 ＥＢＰＭ（Evidence Based Policy Making＝証拠に基づく政策立案） 

政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化したうえ

で合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすること。 

10 システムの標準化 

地方公共団体における情報システム等の共同利用、手続の簡素化、迅速化、行政の効率

化等を推進するため、地方公共団体の主要な１７業務を処理するシステム（基幹系シス

テム）を標準化するもの。 

11 テレワーク 

ＩＣＴを活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方 

12 フレックスタイム制 

一定の期間についてあらかじめ定めた総労働時間の範囲内で、労働者が日々の始業・終

業時刻、労働時間を自ら決めることのできる制度 
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【参考資料】 

⑴スマート自治体の目指すべき姿（総務省 HP「スマート自治体研究会報告書概要」より抜粋） 

 
 
⑵デジタル手続法の概要（首相官邸 HP「デジタル手続法の概要」より抜粋） 
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⑶自治体 DX 推進の意義と目的（総務省 HP「自治体 DX 推進計画(概要版)」より抜粋） 

 

 

⑷自治体 DX 推進の意義と目的（総務省 HP「自治体 DX 推進計画(概要版)」より抜粋） 

 


